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2030に向けて取り組むべき課題 
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本日の内容 

 今後の環境変化 
 

 ネットワークの課題 
 

 2030に向けて必要な取り組み 
  （アクセス、コア・メトロ、仮想化） 
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取り巻く環境の変化 

2020年東京オリンピックから10年後となる2030年の時代には、コネクテッドカー等のIoT技術の多く
が確立・成熟期を迎え、高精細映像や次世代広告等のエンターテイメントや、AI/IoTを活用したサービ
スの重要性が増し、それらをセキュアに提供する新たな社会インフラへ変化。 
それに伴い、通信ネットワークの観点からは、トラフィックの増大が想定。 
一方で人口バランスについては、日本の生産者人口と世界的傾向との逆行が顕在化。 

高精細映像 
コネクテッドカー 

広告 

エンター 
テインメント 

法人 

マス 

IoT 

DC間接続 工場間接続 

DC 

世界人口 
７３．５億 （2015年） 
８５．0億  （2030年） 

日本の生産年齢人口 
2010以降急激に減少 

トラフィック増大 

人口バランスの変化 

新たな社会インフラ 
遠隔医療・防災 
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新たな社会インフラへ向けて 

【NW仮想化研究の萌
芽から実用化】 

【5GやIoT実現に伴う
NW技術の革新】 

【ポストムーア時代の 
Beyond 5GNW技術の開拓と
新たな社会インフラの実現】 

2010 2020 2030 

【インターネット技術の
確立と成熟、商用化】 

2000 

電話中心の社会インフラ 
 音声通話用途に特化した少数事業者が 
 維持するインフラ 
・優先呼 ・輻輳制御 ・信頼性 ・品質基準 

新たな社会インフラ 
 多様な用途（他産業や政府の基盤、医療や防災） 
 に対応する多くの事業者が維持するインフラ 
・品質(複数用途)  ・信頼性  ・耐災害性 
・優先通信 ・事業者間接続 ・中立性 ・セキュリティ 

時間 

重要性 
WWW E-mail 電子決済 SNS 

スマート 
シティ 仮想通貨 

スマート 
工場 遠隔医療 農業漁業 災害対策 電子商取引 

情報通信ネットワークはミッションクリティカルな社会基盤を担う
までに成長。今後はコネクテッドカー、高精細映像伝送、遠隔医
療等を支える『新たな社会インフラ』として重要性が増大。NWを
健全に維持する合意形成とそれを実現する研究開発が必要 

コネクテッドカー 
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トラフィック増大への対応 

100G 

1P 

100T 

10T 

1T 

2010 2020 2030 

（bps） 

2004～2015年は総務省「我が国のインターネットにおけるトラヒックの集計
結果」2016以降はCAGR40％を仮定した予測。 

国内総トラフィック量 

～1,000倍 

トラフィック増大に応える大容量化 

2030年のトラフィック量は2010年比で数百倍から1000倍規模 

トラフィック増大の内訳も変化 

Internet 

ビデオ 
キャッシュ等 

IoT 

コアNWへの集中
から、よりローカ
ライズしたトラフィ
ックが増加 

エンター 
テインメント 
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労働者の人口バランス変化への対応 

日本の生産年齢
人口は2010以降
急激に減少へ 

現在 

10年後 

20年後 

25 35 45 55 65 

（員数） 

0 

6000 

4000 

2000 

（歳） 

NTT社員年齢構成の変化 

NTT IR資料より 

生産年齢人口の減少 

少人数で確実・高度なNW運用を実現する全自動オペレーションの実現 

世界人口の大幅な増加に対して先進国人口は減少 

日本の生産年齢人口は2010以降急激に減少 

NWを運用管理するNTTの社員数・年齢構成が今後減少・変動見込み 
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ICT製品市場構造の変化 

•ICT製品市場構造の変化により参加者の多様化が進む。 
–ICT機器開発におけるOTT影響力増大と，通信事業による活用 

•TIP (Telecom Infra Project), OCP (Open Compute Project) 等 

–ソフトウエアによる通信機能・サービスの提供割合の増加 
–業界団体での調達仕様の共通化が進む 

通信キャリア 

クラウド事業者 

サービス事業者 

ソフトベンダ 

標準化組織 
OSS 

コミュニティ 
業界団体 

ICT製品市場 
プロダクト 

OSS 

ハードベンダ 

供給 需要 

標準、仕様 

09     10      11      12      13      14      15      16       17 

$90B 

$50B 

出展: ISI Group Report on Hyper-scale Capex Trends 2014 

北米での通信キャリアとOTTの設備投資 
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【2030】 

ネットワークの課題 

～2030年 ～2020年 現在 

コア・メトロ 

アクセス 

WDM 伝送 

ROADMリング 

WDM 

光メッシュNW 

40T+bps 

8Tbps 

FTTH 

SDM空間多重伝送 
WDM 

>100Tbps 

ホーム，ビジネス向けFTTH 

光アクセス 
既存光アクセス
との効率的共存 

モバイル対応光アクセス 

光アクセス 

光アクセス 
光アクセス大容量化 

高密度配置の基地局を
効率的に収容する技術 

仮想化 

ハード主体の装置実装 
SDN、NFV、NWソフト化 
スライシング利用開始 新たな社会基盤 

NW管理 

アプリ群 

スライス群 

新社会インフラ機能 

(優先トラフィック確保等) スライス間多品質 

トラフィック制御 

NWとコンピューティング 

統合分散情報処理 

スライス群 

SDN,NFV基盤 

>100T級の超大容量伝送 

超低電力化 
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【アクセス】 

モバイルアクセスと光アクセス 
T
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l 
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100M 

1G 

10G 

1990 2000 2010 2020 

100G 

10M 

1GbE 

10GbE 

100GbE 

１Ｇ級PON 

Year 

40G級PON 

10G級PON 

100G級PON 

400GbE 
1T 

3.9G LTE 

4G LTE-A 

5G 

Mobile 

PON 

P2P 
Ethernet 

40GbE 

2030 

 無線容量拡大（高速化×高密度配置）にあわせ，光アクセスの大容量化，効率的収容技術が必要． 

 また，多量に存在する既存FTTH設備との効率的な共存・移行も課題． 

光アクセス課題： 
・大容量化 
・基地局の収容技術 
・既存設備との共存 
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【コア・メトロ】 

トラフィック増大に応える大容量化 

年 

伝
送
容
量

 

NOW ～2030年 ～2020年 

100G 

10T 

8T 

～40T 

>100T 

2018年 

～20T 

A Z 

空間多重 

波長多重 

波長多重 

波長多重 

 2030年までに>100Tbpsを実現するためには、従来の波長多重に加えて空間
多重を活用した超並列多重化が必須 

>1T 

600G 
200G 

1.2T 

400G 
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【コア・メトロ】 

大容量化実現に向けて 

 超並列多重化大容量伝送実現に必要な技術例 

送信器n 

送信器1 

低雑音光増幅 
非線形雑音抑圧 

受信器n 

受信器1 

光送受信部 

マルチDSP
モジュール 

複数のDSPによる10T級
パラレル信号処理技術 

低雑音光増幅 
非線形雑音抑圧 

一括低雑音光増幅技術 

空間多重光伝送関連技術 
（ファイバ・コネクタ等） 

高集積光送受信
モジュール技術 
光信号処理技術 
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【仮想化】 

2030年に向けたコアNW技術の論点 

 『新たな社会インフラ』を実現し、それを維持していくための研究
開発と、トラフィックの急速な拡大に対処する大容量化と共に必要
となるコアNWの経済性を高める制御技術 

お客様の設備 エッジコンピューティング 
コアネットワーク クラウド、データセンタ 

計算 
リソース 

計算 
リソース 

計算 
リソース 

計算 
リソース 

計算 
リソース 

計算 
リソース 

NEW! NEW! NEW! NEW! 

IoT・監視
カメラ 
スライス 

ネットワーク 

コンピュー
ティング 

映像配信 
スライス 

緊急通信 
スライス 

優先トラフィックの確保 

スライス間多品質トラフィック制御 

NWとコンピューティング統合型分散情報処理 

流入トラフィック削減 

高効率CDN 

高信頼 
スライス 

NW内情報処理 

接続性、帯域確保 

最優先接続 
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NW運用を効率化する全自動オペレーション 

情報通信ネットワーク 

・様々なサービスを収容するネットワーク全体の自律的な故障回復 
・ネットワーク情報を用いたAI活用 
 
 少人数で確実・高度なNW運用を実現する「全自動オペレーションの実現」 

サービス横断的な
ネットワーク全体の 
最適管理・制御 

デバイスのインテリジェント化（センサー等）と
AIのフル活用によりメンテフリー基盤を確立 

統合コントローラ 

サービスA 
サービスB 
… 

AIにより状況
把握・分析 

監視制御網 

 全自動オペレーションによるメンテナンスフリー光NW 
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